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研究成果の概要（和文）：　この研究では、①村落における「百姓株式」の有無、②非農民身分者の村落居住の
有無、および③村落を超えた地域単位（郷）における社会結合の有無という3つの観点から、日本、インドおよ
び朝鮮のの村社会を比較した。
　この研究を通じて、①の「百姓株式」に関しては、日本とインドの中世～近世において類似の制度が存在した
ことが確認できた。②についても、日本とインドの農村には非農民身分者が居住し、その再生産の領域が村落を
超えていることが分かった。③については、日本、インドおよび朝鮮で村落を超えた領域での社会的結合が確認
できた。

研究成果の概要（英文）：　In this study, we observed the rural communities of Japan, India and Korea
 comparatively from the following viewpoints; 1) the membership system of the farmer-status 
residents in the rural communities, 2) the non-farmer-status residents in the rural communities, 3) 
social unity beyond the territory of the villages.
　We found out that the similar membership systems of the farmer-status residents in the rural 
communities of Japan and West-India in the early-modern era. The non-farmer-status residents are 
also observed in Japan and West India in the early-modern era whose living areas for their 
reproduction were beyond the territory of the villages. And we observed the social unity beyond the 
territory of the villages in Japan, West-India and Korea through the early modern and modern era. 

研究分野： 農業史

キーワード： 百姓株式　非農業身分　郷　通史的研究

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 日本とほかのアジア地域の農村社会の比較研究は数多い。しかし、日本とインドの農村社会の比較はほとんど
なされていない。この研究の結果、農村社会の制度や慣習に関してほとんど相互交流がなかったと考えられる日
本とインドにおいて多くの類似性が観察された。相互交流の程度が強かったと考えられる日本と朝鮮との間で
は、むしろ差異点が多かった。このことは、今後のアジア農村研究にとって、重要な問題提起となっていると考
えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1) 研究分担者である戸石は、近世の人口停滞地域を対象に、村請制の下で構成員（百姓株式）

数を維持してゆくための村落戦略に関する実証研究を行ってきた。もう一人の研究分担者であ

る小川との研究交流を通じて、中近世インドの人口希少地域の村落にも、ワタン制度と呼ばれ

る株式制度が存在したことを知った。これが、この共同研究の出発点である。 

(2) 農村地域社会に関して、日本と朝鮮(韓国)の比較はこれまでにも数多くなされてきた。両国

が隣接しており、かつ、国家制度に関して律令制度や日本の植民地支配を介した相互参照関係

にあるからである。これに対して、日本・朝鮮(韓国)と国家体制が相互参照関係にないインド

との比較は、前例がない。そこで、1)で述べた類似性に着目しながら、朝鮮(韓国)およびイン

ドという 3 つの地域の農村地域社会を比較する研究プロジェクトを立ち上げた。 

 

２．研究の目的 

この共同研究では、インド、朝鮮（韓国）、日本（定型・熊本藩）における農村地域社会の特徴

を、以下の 2 つの観点から比較分析することを目的としている。 

それぞれの地域の農村地域社会の編成原理をボトムアップ型の社会編成と国家によるトップダ

ウン型の社会編成という視点から分析して、それぞれの特徴を析出する。 

 村落－郷－国家という 3 者間の関係性に着目しつつ、中近世－近現代という長期の時間軸を

設定して比較分析を行う。 

 

３．研究の方法 

(1) 村落－郷－国家の各レベルで作成された農村地域社会に関する史資料を渉猟して、残存状

況および書誌情報をＤＢ化する。“史資料の残存状況にこそ、地域特性が顕れる”という作業仮

説にもとづいて、残存状況を確認しつつ、地域特性に関する仮説を精緻化する。 

(2) 地域特性に関する仮説を念頭に置きつつ、各地域の担当者が収集した史資料の分析を行う。 

(3) 共同の研究会を複数回開催して比較研究のための討議を深める。 

 

４．研究成果 

(1) a)日本の戦国時代（16 世紀）における百姓の家と村の形成とともに姿を現した第一次

的な社会的分業のエリアである地域社会と、b)17 世紀初期の大名領国支配体制との関係に

ついて、小倉藩・熊本藩の中間行政機構である「手永」とその管理責任者である「惣庄屋」

を対象に研究した。その結果、b)の骨格をなす両藩の手永制は、a)を制度化したものであ

ること、惣庄屋の本来的性格は戦国期の小領主であるが、1620 年代には手永内各村の百姓

からの要求と行政業務実績評価によって処遇を決定される行政役人へと変容する事実を明

らかにした。近世的領域支配体制の確立は、16 世紀における村々と町場とが織り成す地域

の形成を起点に理解されねばならない。以上の成果は稲葉継陽『細川忠利 ポスト戦国世代

の国づくり』に総括した。また、こうして成立した村―手永（中間行政機構）―郡―奉行

所―家老衆合議―藩主決裁という諸藩の行政機構に幕府も依存することで国家的政策が実

現し得た事実を、稲葉継陽「近世初期における百姓の法的地位と村共同体」において明ら

かにした。 

 

(2) 近世後期の熊本藩領を中心に、a）郷（手永）を単位とした地域開発の展開、b)百姓による

身分移動と村共同体との関係について研究を行った。a)については、共同研究者である戸石と



小川の分析枠組みに基づき、独自の財源と行政スタッフをもち、大きな行政権限を有する手永

が、管内の村の個別利害を調整しながら、水利土木や新地開発事業を実施し、近世後期の経済

成長に重要な役割を果たしたことを解明した。b)については、戸石の分析枠組みに基づき、領

主権力への献金によって村共同体から離脱しようとする百姓と、それを阻もうとする村の動向

を明らかにした。近世日本の広域地域単位と村共同体の意義を国際比較する上で、重要な論点

となる成果を得た。 

 

（3）a)神奈川県を中心に近世日本の農村地帯の地域社会構造についての研究と b)近世日印の

地域社会構造について比較研究を行った。a)については、共同研究者である稲葉・今村と小川

の分析枠組みに基づき、相模国大住郡において郷を単位とした広域的職人組織（杣、大工）が

存在したことを突きとめた。まとまった史料群が存在しない関東地域において、村を超えた職

人組織の存在を確認できたことは、研究史上大きな前進である。b)については、今村と小川の

研究成果に基づき、熊本藩の手永とマラーター王国のパルガナの行政組織の構造を比較した。

その結果、行政組織の構造に関しては、日印両国において、国内の地域の差が必ずしも熊本藩

とマラーター王国の違いよりも小さいとは言えないことが明らかになり、国際比較研究を進め

るための方法論を開発する上で、大きな成果を得た。 

 

（4）近世（17 世紀末から 19 世紀初頭）にインド西部を支配したマラーター王国を対象とし

て地域社会構造を解明し、日本や朝鮮といった東アジア世界との比較研究を試みた。マラータ

ー王国では、村の上位の行政単位であったパルガナとよばれる郷が地方支配の要となっていた。

具体的には、郷主（Deshmukh）を中心とした郷における在地共同体の仕組みと、政府の役人

（Kamavisadar）を中心とする郷行政組織とを組み合わせることにより、近世インドの地方支

配の一つの在り方を提示した。この郷の支配の在り方を、同じく郷を中心とした在地支配が展

開されていた近世の熊本藩（稲葉・今村の研究を参照）と比較して相違点を確認した。熊本藩

の郷主は、インドの郷主と異なって転勤が見られ、この点は上述の政府の役人に近い存在であ

った。近世日本の株式に関する戸石の研究から着想を得て、在地共同体内の職人の活動に注目

し、従来の研究では自明のものとされてきた、農民・職人の別が明確で「理想的な自治組織」

であった農村の在地共同体を見直し、職人が農業を兼業していたことを明らかにした。日本と

の比較研究を通して、近世インドの農村像について新たな可能性を示すことができた。 

 

（5）現代の日本の集落が果たしている機能を、担い手への農地集積を進める構造政策の実施

過程のなかに見出せるのではないかという視点から調査研究を行った。そこで明らかになった

のは、農地の貸し借りは、借り手と貸し手が一堂に会して地代交渉を行って決まるようなもの

ではなく、地域レベルの信用が重要な役割を果たしているということである。また、その地域

の範囲は広域化しているが、基本的には集落をベースにしており、特に面的な農地集積を実現

しようとする場合は集落の合意形成が不可欠だということである。ただし、近年は農家の脱農・

離農が進んだ結果、集落のこうした役割は弱まっており、さらに地域資源管理機能の低下が懸

念される状況を迎えている。 

 

(6) 朝鮮においては、郡が地方行政機構としておよび士族のネットワーク形成の範囲として重

要な役割を果たしてきた。植民地期に郡の合併が進められたが、それ以降も旧郡が後者の範囲

として機能し続けていたことを、郡協議員(議員)選挙の際の地方有力者の選挙戦術などを手掛



かりに明らかにした。 
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